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研究成果の概要（和文）：本研究では、高生産性部門や大企業の雇用が他の部門や中小企業の雇用にどのように
波及するかを分析し、新たな働き方であるテレワークの影響を検証した。その結果、高生産性部門の雇用は他部
門への波及効果が低く、地域経済の成長に効率的につながっていないことが明らかになった。また、テレワーク
は生産性や生活満足度を向上させる一方で、地域によってその影響が異なることが分かった。

研究成果の概要（英文）：This study analyzed how employment in high-productivity sectors and large 
companies spills over to other sectors and employment in small and medium-sized companies, and 
examined the impact of telework, a new way of working. The results revealed that employment in the 
high-productivity sector has a low spillover effect on other sectors and is not efficiently linked 
to regional economic growth. The study also found that while teleworking improves productivity and 
life satisfaction, its impact varies by region.
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
雇用の波及効果について、経路や効果を明らかにし、従来のマクロモデルと個別政策の間を埋めるような学術的
貢献を果たした。また、テレワークの導入が生産性や生活満足度に与える影響や、さらに、留保賃金や求人が出
ている場所について分析することで、労働市場や地域経済にどのように貢献するかを示した。これらにより、雇
用政策や産業政策への参考情報を提供し、地域および日本全体の発展に寄与することが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 

2018 年に申請する際の社会的背景として、2013 年の日本再興戦略で「グローバルトップ企業
を目指した海外展開促進」やグローバル化等に対応する人材力の強化が図られた後、2014 年の
改訂版で「成長の果実の地域・中小企業への波及」が謳われ、未来投資戦略 2018 では経済成長
の重点分野を定めると共に、「ICT の普及・進化により、テレワーク、クラウドソーシング、副
業・兼業など、従来の「正社員」とは異なる」働き方や、「町工場も世界とつながり、地域発の
イノベーションと付加価値の高い」雇用が拡大することが目指されていた。そこで、本研究では、 
大企業や都市部での雇用が、中小企業や地方の雇用創出に過程を含めてどのように波及してい
るのか、新たな働き方であるテレワークや副業は雇用の波及に対しどのような意味を持つのか、
さらに、賃金や消費面からも波及過程を検証することとした。 
本研究は、従来のマクロモデルによるシミュレーションと個別政策の評価の間を埋め、定量 

的に波及効果・過程を明らかにする点で学術的貢献が高く、政策への示唆もあると考えた。先行
研究において、特定のショックや産業に対して数量的大きさは明らかになっても、グローバルト
ップ企業が中小企業の雇用を増加させるのか、東京で生まれた雇用が地方の雇用創出に波及し
ているのかなど、その過程は申請時点では明らかではなかった。また人手不足の状況にもあり、
単に数量として雇用創出されれば良いのではなく、質も問われるようになっていた。 
 
 
２．研究の目的 
 
研究目的は、雇用の波及効果について、都市部や大企業の雇用は中小企業や地方にどのように

波及するのか、雇用の質やテレワークなど新しい働き方も含めて明らかにすることであった。こ
れは、次の点で独創性がある。これまでの研究では、国内外を含め、マクロモデルの中で金融政
策などある政策変数が変化すると労働市場がどの程度反応するかをシミュレーションするか、
個別政策に対して単位費用あたり幾つの雇用量が創出されるかが計測されてきた。しかし、その
波及過程はブラックボックスであり、明らかにする点である。また、雇用の質や ICT の普及や
労働力の減少から新たな働き方として拡大されようとしているテレワークが雇用の波及効果に
与える影響も検証する点、ある（豊かな）経済主体の行動が他の（豊とは言えない）者の所得や
消費を増やすという考え（トリクルダウン仮説と呼ばれる）は確立した理論ではなく、雇用の波
及に限らず、トリクルダウン仮説は十分に実証されていないため、実証分析を行う点である。デ
ータを用いて日本の雇用の波及効果を検証することは、実証の積み重ねとして学術的貢献をす
る。さらに、そこから得られた結果は雇用政策や産業政策にも一定の示唆を与える。 
 
 
３．研究の方法 
 
生産性の高い部門が生産過程を経て他部門にも影響し、労働者の所得や雇用創出にどのよう

な効果をもたらしているのか、生産面からの波及効果の分析は次のように行った。経済産業研究
所の 2005 年と 2011 年の都道府県別産業連関表のデータ、各都道府県が公表している生産活動
従事者数表および毎月の労働統計調査、厚生労働省の賃金構造基本統計調査、総務省統計局の家
計調査を用いて、Fadinger et al. (2022)に倣い、単純な静的多部門経済モデルを考えた。生産
性は、集計乗数と共分散効果に分けることができる。これらを推計し、その結果と雇用の影響係
数や消費データとの関係を調べた。申請時には、雇用の連関表を作成して分析することを計画し
ていたが、Fadinger らのモデルを分析に使うことでより詳細な分析ができるようになったため、
分析方法を変更した。 
テレワークなど今後拡大が予測される働き方が与える影響の検証については、リクルートワ

ークスの全国就業実態パネル調査を用いて、生産性は所得を労働時間で割ることで算出し、これ
を、テレワークの時間およびその二乗項で分析した。二乗項をいれるのは、テレワークをする時
間が長くなると負の影響が予測されるからである。個人の観察されない属性を考慮するため、2 
年間のパネルデータを用いた加重固定効果モデルを用いた。 
コロナ禍の求人が出される場所の分析については、2018 年 1 月から 2021 年 6 月までの公共職

業安定所のパートおよびアルバイトの求人数を用いた。被説明変数は次のように作成した。分母
を、パンデミック前の 2019 年 1-3 月平均の求人掲載件数、およびパンデミック後の 2020 年の
それとする。分子を、2019 年 4 月から 12 月まで、2020 年 4 月から 2021 年 6 月までの各月の求
人掲載件数とする。パンデミック前の分子をパンデミック前の分母で割る。パンデミック後も同
様とする。こうして算出された値を、パンデミック後とパンデミック前で差分をとる。これを被
説明変数として、人流や地域の産業構造を示す指標等が与える影響を推計する。推計には
sequential linear panel data-estimation model を用いた。 



 
Fadinger, H., Ghiglino, C., Teteryatnikova, M., 2022. Income differences, productivity, 
and input-output networks. Am. Econ. J. Macroecon. 14 (2), 367–415. 
 
 
４．研究成果 
 
本申請課題の中心的テーマである、生産性の高い部門が生産過程を経て他部門にも影響し、労

働者の所得や雇用創出にどのような効果をもたらしているのか、都道府県別産業連関表のデー
タを使って生産面から波及効果を分析した。上述の通り、申請後により良い手法が開発されたこ
とから、単に連関表を作るだけでなく、波及効果を推計した。その結果、高生産性部門の乗数は
低く、地域経済の成長に効率的につながっていなかった。生産性と乗数効果は多くの都道府県で
負の関係にあり、乗数の高い部門は生産性水準が平均を下回り、下流部門への主要なインプット
が高価であるため、労働者一人当たりの所得が減少する。例えば、商業部門は多くの都道府県で
大きな乗数を持ち、生産過程を通じて増幅されるが、その生産性は低く、所得の増加に大きく寄
与しない。また、情報通信機器部門の生産性は東京都より高い県もあるが、乗数が低いため県内
ではあまり増幅されない。さらに、生産性の高い部門が生み出す雇用は他の部門よりも少ない。
反対に他部門の雇用創出に大きな影響を与える部門は乗数が小さいため、生産過程を通じてう
まく増幅されない。社会への示唆として、単に地域で特化している産業や得意としている産業を
強化するだけでなく、そこからの波及にも目を配る必要があると言える。消費面からは、高所得
層は指数関数的に教育の消費を増やすが、県内では生産面・雇用面で他産業に波及していないこ
とや、都道府県別産業別生産性と居住県外での消費について明らかにした。残された課題として、
地域間の関連や、高い生産性部門が波及されにくい中で、都道府県別に差があり、その要因まで
は解明していないことが挙げられる。 
大企業が中小企業に及ぼす雇用効果については、日本の事業所データを用いて、売上高上位

1％の企業について、従業員数の多い企業（中小企業の基準値以上または従業員数 1000 人以上）
と支店の多い企業が与える効果と比較した。売上高上位 1％の企業は、中小企業の従業員数の変
化にプラスの影響を与えていた。このプラスの効果を他の大企業基準による結果と比較すると、
支店の多い企業も同様に正の影響が観察されたが、従業員数の多い企業は、中規模企業の雇用に
は正の影響を及ぼすが零細企業には効果が見られなかった。また、大企業の経済活動の活性化は、
大企業のジョブ・ローテーションや同僚を通じたスキルや知識のスピルオーバーよりも、同一通
勤圏内の小企業の雇用増加に影響を与えていた。 
本研究目的のうち、新たな働き方であるテレワークが波及に与える影響については、まず、働

き方の変化が生産性に与える影響について分析した。その結果、(1)週当たり１時間テレワーク
時間を増やすと 160 円、年間約 34 万円ほど生産性を上げる、(2)テレワークは生活満足度を上
げ、生活満足度の上昇が生産性を上げる。しかし、テレワークは仕事と家事の両立のストレスを
上げ、ストレス自体は直接には生産性を下げないが、生活満足度を下げる。特に通勤１時間以上
や、混雑の予測される電車やバス通勤者、職場で仕事の中断が起きやすい者にテレワークの効果
は高いなどが明らかになった。偶然、2019 年末から 2020 年初頭に新型コロナウイルスの感染爆
発が起き、テレワークせざるを得ない状況になったことから、社会に一定の参考情報を提示する
ことができた。 
さらに、日本の求職者の希望賃金のデータを用いて、コロナ禍で普及したテレワークが留保賃

金に与える影響および地域の労働市場との関連を分析した。地理的な違いを分析すると、求職者
の求人の職業構成によって決定される自治体レベルのテレワークの実現可能性はフルタイムの
仕事の留保賃金を減少させていた。また、テレワークは女性の就業に好ましく地方から都市部へ
の移住を抑制することが世間で期待されたが、分析の結果、地方よりも都市部でテレワークの実
現可能性が高い仕事が供給され、女性が働きやすい仕事が多い自治体や、職種が限られている自
治体では、テレワークの機会が少ないことが明らかになった。 
さらに、研究期間中の 2020 年 4 月に新型コロナウイルス感染症による第 1回目の緊急事態宣

言が出され、経済活動が抑制されたことを受け、地域別雇用にどのような影響があり、波及して
いるかを中心に分析した。在宅勤務が急速に世の中に浸透したことを受け、第１に、企業が求人
を出す場所を変えているかを観測した。第２に、求人場所に変化が起こる要因について分析した。
その結果、特にパートタイムの求人場所が郊外化していた。また、求人場所の郊外化は小売り業
で明確にみられ、反対に情報サービス産業では観察されなかった。求人場所に差が出る要因を分
析すると、産業の多様性は第 1回緊急事態宣言から１年後の求人数に正の影響を、産業特化は負
の影響を与えていた。2015 年時点での失業率は負の影響を及ぼしており、これまでの研究で明
らかにされていた地域への影響の永続性が日本でも観察された。人的資源の影響はデータの限
界もあり明確な効果は得られなかった。 
 さらに、波及の阻害要因になり得るスキルと地理的移動にも着目した。スキルと知識の詳細な
種類別に、事業所が求めるスキルの変化が労働者の転職に与える影響を分析すると、日本におい
てもいくつかの種類のスキルや知識は転職後の賃金を引き下げていたことが明らかになった。
また、職能横断スキルは転職者の地理的移動に影響を与えるが、基礎スキルや知識は影響を与え
ない。労働者が土地に縛られ、その地域での要求スキルがないと賃金が下落することが明らかに



なった。地域別雇用政策の必要性が改めて確認できた。第三に、事業所のソフト費用投資がスキ
ルや知識に与える影響は、製造業や非製造業、スキル・知識の種類により異質であることも明ら
かになった。 
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